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株式会社ライフケアパートナーズ 概要
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創業 2001年7月23日
主な事業内容 健康・介護・子育てに係る相談・情報提供サービス
本社所在地 東京都文京区小石川一丁目12番14号
代表者 代表取締役 矢野 美佳
主要株主 日本生命保険相互会社

株式会社グローバルキッズ

日本生命グループの介護・健康・子育て分野の情報サービス提供会社です。
企業（福利厚生・顧客サービス分野等）、健康保険組合、共済組合などの
団体様を通じて、ご利用者様に様々なサービスをご提供しています。

（ご参考）日本生命保険 概要

 創 立 1889年7月4日 76,792名

（うち営業職員数 55,675名）

 従業員数

 お客様数(グループ)

 お取引企業数

1,447万名

26.2万企業



女性活躍領域
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ワークライフバランス
理解促進

ポジティブ・アクション宣言
（2013年）

2008年 2009-11年 2012-14年

女性が長く働く
ための両立支援

ダイバーシティ推進方針

（2017年）

2015-20年

「輝き推進室」
設置

ダイバーシティ&
インクルージョン推進男性・管理職の

意識・行動改革

女性活躍を経営戦略として位置付け

女性のキャリア
形成

日本生命のダイバーシティ推進のあゆみ
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2013年～ 男性育休100%
2021年～

「男性育休＋α」100%

2015年～ 人財価値向上PJ

インクルージョン促進
によるダイバーシティ
経営の確立

2021年-

職員の９割が女性であり、
女性活躍推進はダイバーシティ推進のなかでも、その中核

産休前、産・育休中、復職後の各課題に応じた情報提供を実施
全国の企業主導型保育所と企業・従業員を繋ぐインフラの構築

■仕事と子育ての両立支援策



従来の課題認識

自社による企業内保育所の設置については、主に２つの課題により実施を見送ってきた経緯あり

環
境
変
化

内部
環境

外部
環境

2017年度以降の具体取組

大手保育事業者と協働での
企業主導型保育所の

全国展開

中期経営計画(2017-20)において、

社会課題の解決に向けた重点領域として子育て領域への取組を強化

政府による「待機児童解消加速化プラン」の一環として、

2016年度より企業主導型保育事業が開始

コスト(設置費・運営費)は主に企業負
担であり、複数箇所設置は困難

福利厚生制度は従業員間の公平性担
保が原則である中、一部地域のみでの企
業内保育所設置は制約あり

コ
ス
ト

公
平
性
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企業主導型保育所
仲介サービス

「子育てみらいコンシェルジュ」
の展開

東京大学大学院教育学研
究科附属発達保育実践政
策学センター (Cedep)との

共同研究

日本生命グループの企業主導型保育への取組
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【ご参考】子育てみらいコンシェルジュの概要

企業、子どもを持つ従業員、企業主導型保育所をつなぎ保育園探しを
支える福利厚生Webマッチングサービス

2020年1月開始、2021年4月現在50社超の企業、約400施設が導入
日本生命でも利用を開始し、従業員の復職や新規採用に寄与

第13回ペアレンティング
アワード受賞
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【ご参考】従業員枠の定員充足

約半数の園が苦労と回答。
企業へのPRやマッチングサイト
のサポートニーズ有り。
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Cedep様との共同研究の歩み

調査研究にもとづき、利用企業・保育所と連携し、企業主導型保
育施設の活性化や、質の向上に資する取り組みを進める。

■2019年度 日本生命にて実施 ■2020年度～ 株式会社ライフケアパートナーズにて実施

①企業主導型保育施設・保護者への
web調査(2019.8)
→企業主導型保育の今後を
考えるための知見を得る

②保育の質向上に向けた研修
の提供と、受講施設の意識
変容調査（継続実施中）

①企業主導型保育施設・保護者へのweb調査（2021.2)
→企業主導型保育の良さや今後の課題、また、
コロナ禍における保育の現状について
知見を得るとともに広く情報発信を行う
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シンポジウムの趣旨説明

実際に利用する保護者、施設の保育者の声から、企業主導型ならではの
特徴や個性、魅力を引き出すとともに、有識者討論により今後の展望の知
見を得る。


